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大口町宅地開発等に関する指導要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、良好な生活環境の整備を図り、秩序ある町の発展を期するた

め、関係法令に定めるもののほか、住宅地等の開発について一定の基準を定め、

宅地開発等事業を実施しようとする者（以下「事業者」という。）に対し適切な

指導を行うことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによる。 

(1) 宅地開発事業 建築物（工作物を含む。）を建設する事業をいう。 

(2) 土地整備事業 建築物及び工作物を伴わない資材置き場並びに駐車場を整

備する事業をいう。 

(3) 住宅建設事業 戸建住宅、長屋住宅、共同住宅（ワンルーム住宅を含む。）

及び寄宿舎を建設する事業をいう。 

(4) 中高層建築物 地上３階以上の建築物をいう。 

(5) 公共公益施設 道路、上下水道、公園、緑地、河川、水路、消防施設、交

通安全施設、その他共同利用に供する事を目的とする施設をいう。 

（適用範囲） 

第３条 この要綱は次に掲げる宅地開発等事業（以下「開発事業」という。）につ

いて適用する。 

(1) 宅地開発事業で、当該事業の施行区域が１，０００平方メートル以上のも

の（自己の居住の用に供するものを除く。） 

(2) 土地整備事業で、当該事業の施行区域が１，０００平方メートル以上のも

の 

(3) 住宅建設事業で、一戸建住宅の計画戸数が６戸以上のもの。ただし、計画

戸数が５戸以下であっても、第１６条及び第２０条の規定については適用す

る。 
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(4) 中高層建築物で、地上高１０メートル以上のもの（一戸建専用住宅を除く。） 

(5) 共同住宅等の建築物で、８世帯以上のもの。ただし、７世帯以下の共同住

宅等の建築物であっても、第１６条及び第２０条の規定については適用する。 

(6) 生産緑地地区（平成５年大口町告示第５９号の区域）内における宅地開発

等事業（生産緑地法（昭和４９年法律第６８号）第８条第２項で定める施設

を除く。） 

(7) その他町長が必要と認める開発事業 

２ 前項の規定は、１の事業者（親族又はその他特殊な関係にある個人、系列法人

等を含む。以下同じ。）が３年以内に隣接地（道路又は水路をへだてた敷地を含

む。）で継続して開発事業を行い、その合計が前項に規定する規模に達すること

となる場合においても適用する。 

（適用除外） 

第４条 次に掲げる事業者については、この要綱は適用しない。 

(1) 国及び地方公共団体 

(2) 公社及び公団 

２ 前条第１項各号の規定にかかわらず、土地区画整理事業施行区域内における開

発事業については、第１１条から第１５条、第１６条第１項第２号、第３号及

び第５号、第１７条、第１９条、第２３条並びに第２４条の規定は適用しない。 

（事前協議） 

第５条 開発事業を実施しようとする事業者は、監督官庁に許認可の申請をする前

に第８条から第２４条までに規定する事項について協議し、事業計画（変更）

事前協議申出書（様式第１）に別表に掲げる書類を添付して町長に提出しなけ

ればならない。 

２ 事業計画の承認を得た後において、その計画を変更する場合においても前項の

規定を準用する。 

（審査会） 

第６条 前条の規定による事前協議を終了した事業計画は、大口町宅地開発等審査

会（以下「審査会」という。）において審査するものとする。ただし、町長が必
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要でないと認めたときは、この限りでない。 

２ 審査会の組織及び運営については、町長が別に定める。 

（通知） 

第７条 町長は、前条第１項に規定する審査を終了した事業計画については、その

結果を事業計画事前協議結果通知書（様式第２）により事業者に通知するもの

とする。 

（関係者の同意等） 

第８条 事業者は、事業の計画にあたっては、関係者及び近隣住民（以下「関係者」

という。）に対し、事業内容を十分周知するとともに、日影、電波障害、騒音振

動等による影響を及ぼす恐れがある場合は、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

(1) 事業者は、必要に応じ当該建築物及び周辺建築物の日影図を作成し、関係

者の同意を得るよう努めなければならない。 

(2) 事業者は、当該建築物による電波障害の影響範囲について、事前調査及び

事後調査を実施し、その調査結果を町長に報告するものとする。障害が発生

する地域については、関係者が受ける電波障害を排除するため、速やかに共

同受信設備等により電波障害改善対策を行うとともに、その維持管理につい

て必要な措置を講ずるものとする。この場合において、当該維持管理に必要

な事項について関係者と取り決めを行わなければならない。 

(3) 事業者は、関係法令等を遵守し、騒音、振動等による被害の防止に最善の

措置を講ずるとともに、事前に関係者の同意を得るよう努めなければならな

い。 

（安全の確保） 

第９条 事業者は、開発事業の施行にあたっては、災害及び公害の防止、住民の生

命財産の保護並びに文化財及び自然環境の保全のため、最大の努力を払わなけ

ればならない。 

（被害の補償） 

第１０条 事業者は、開発事業の施行によって生じた被害については、その補償の
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責任を負わなければならない。 

（宅地面積の制限） 

第１１条 第３条第１項第１号及び第３号の戸建住宅の一画地の面積は、愛知県開

発許可技術基準を適用する。 

（公園緑地） 

第１２条 事業者は、事業施行区域面積の５パーセント以上の公園又は緑地を事業

者の負担により整備しなければならない。 

２ 住宅建設（共同住宅を含む）にあっては、建築計画戸数に見合った公園または

緑地を整備しなければならない。 

３ 前２項に規定する公園及び緑地の施設整備について、事業者は町長と協議しな

ければならない。 

（上水道） 

第１３条 事業者は、事業施行区域内に給水するため水道施設を必要とするときは、

丹羽広域事務組合水道部と協議しなければならない。 

（消防施設） 

第１４条 事業者は、消防法（昭和２３年法律第１８６号）第２０条第１項の規定

に基づく消防水利の基準を定める告示（昭和３９年消防庁告示第７号）による

消防水利施設等の設置については、事前に町長及び丹羽広域事務組合消防本部

と協議しなければならない。 

（農業用水の保全） 

第１５条 開発事業により農業用水が汚染される恐れのあるときは、農業経営に支

障のないよう対策を講じなければならない。 

（雨水及び汚水の処理） 

第１６条 事業施行区域内から流出する雨水及び汚水を排出するための必要な施設

は、集水区域の面積を考慮したもので、次に定めるところによる。 

(1) 雨水及び汚水の処理方法は分流式とし、排水処理可能な地点まで事業者に

おいて排水路を整備するものとする。 

(2) 雨水は敷地内処理に努め、一時貯留槽又は雨水浸透桝の設置に努めるもの
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とする。 

(3) 駐車場等の舗装は、透水性舗装に努めるものとする。 

(4) 事業者は、家庭用雑排水等については、沈殿桝を設置し、ごみ等を直接側

溝等に流出しないよう措置を講じなければならない。 

(5) 雨水浸透阻害行為（特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年法律第７７

号）第９条で定める行為。）を伴う事業については、雨水浸透阻害行為許可等

のための雨水貯留浸透施設設計・施行技術指針（新川流域編）の基準を適用

する。 

２ 事業者は、前項に定める処理施設の施工方法等については、事前に町長と協議

しなければならない。 

（下水道整備等についての協議） 

第１７条 事業者は、事業施行区域内に大口町公共下水道事業認可区域若しくはそ

の計画区域又は農業集落家庭排水処理施設の排水処理区域がある場合は、町公

共下水道管理者又は農業集落家庭排水処理施設管理者と協議しなければならな

い。 

（ごみ処理） 

第１８条 事業者は、事業施行区域内の生ごみ等の収集を円滑に図るため、ごみの

集積場所、集積方法等について町長と協議し、環境保全に努めなければならな

い。 

（道路） 

第１９条 開発事業の施行に伴い、事業施行区域内のほか、事業施行区域外におい

ても町長が整備を必要と認める道路については事業者が整備し、町に無償で譲

渡しなければならない。 

２ 道路の構造等については愛知県の基準によるものとし、道路管理者と協議しな

ければならない。 

３ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項の規定による道路後

退を必要とする敷地部分については、道路敷地の用に供することができるよう

構造等については町長と協議の上、整備しなければならない。ただし、町長が
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必要ではないと認めたときは、この限りでない。 

４ 生産緑地地区内の開発事業については、背割線から３ｍの道路後退用地を確保

するものとし、構造等については町長と協議の上、整備しなければならない。 

５ 前２項の規定に基づき整備した道路後退部分等については、町に無償で譲渡す

るものとする。 

（駐車場） 

第２０条 事業者は、建築計画戸数１戸に対し１台以上の駐車場を確保するものと

する。ただし、町長がやむを得ないと認めたときは、この限りでない。 

２ 事業者は、工事期間中を含め路上駐車のないよう対策を講じなければならな

い。 

（安全施設等） 

第２１条 事業者は、安全施設等を町長と協議の上事業者の負担において整備する

ものとする。 

（工事車両の通行経路） 

第２２条 事業者は、工事車両の通行経路について、事前に道路管理者等と調整し、

経路図を町長に提出しなければならない。 

（公共公益施設） 

第２３条 事業者は、町長が当該事業施行区域内に公共公益施設の設置を必要と認

めた場合は、当該事業者の負担において整備するものとする。 

（管理移管） 

第２４条 事業者は、町長が必要と認める公共公益施設は工事完了後、町の検査を

受けた後に、町に無償で譲渡するものとする。 

２ 前項の規定により、町に移管された施設が、２年以内に施工方法の瑕疵により

その利用に支障をきたしたときは、事業者の責任において、補修しなければな

らない。 

（覚書） 

第２５条 町及び事業者は、この要綱に基づき協議を行った結果について、覚書を

交換するものとする。 
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（施行検査等） 

第２６条 町長は、必要に応じ、工事施工中に立入検査を行うことができる。 

２ 事業者は、開発事業完了後法令に定める完了検査を受ける前に、工事完了届

（様式第３）を町長に提出し検査を受けなければならない。 

３ 事業者は、前２項の規定に基づく検査において、指摘を受けたときは、自己の

負担において速やかに是正するとともに、書面でもって報告を行い、再検査を

受けなければならない。ただし、軽微な事項については、是正後の写真による

報告に代えることができる。 

４ 町長は、前２項の規定に基づく検査の結果、当該開発事業がこの要綱に適合し

ていると認められたときは、その旨を検査結果通知書（様式第４）により事業

者に通知するものとする。 

（改善命令または中止命令） 

第２７条 町長は、開発事業の施行により関係者に重大な影響を及ぼすと認められ

たときは、当該開発事業の中止または改善を命ずることができる。 

（要綱に従わない場合の措置） 

第２８条 この要綱に従わない事業者に対し、町は必要な協力を行わないものとす

る。 

（その他必要事項） 

第２９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が定める。 

附 則（平成４年大口町告示第３３号） 

この要綱は、平成４年７月１日から施行する。 

附 則（平成１５年大口町告示第２号） 

この要綱は、平成１５年１月８日から施行する。 

附 則（平成１８年大口町告示第１３号） 

この要綱は、告示の日から施行し、改正後の大口町宅地開発等に関する指導要

綱の規定は、平成１８年１月１日から適用する。 

附 則（令和３年３月３１日 大口町告示第６８号） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
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別表（第５条関係） 

書類の名称 明示すべき事項 備考 

打合せ記録 担当課名、担当者名、打合せ日時 各担当課ごとに

作成 

誓約書 氏名、申請地番は全筆  

付近見取図 方位、縮尺、事業区域（赤枠）、排水経路

を青色で記入、方向を矢印 

 

公図の写し 方位、縮尺、事業区域（赤枠）  

土地利用計画図 方位、縮尺、事業区域（赤枠）、敷地寸

法、予定建築物の位置･形状･用途、公共

施設（道路･水路･側溝･枡など）の位置･

形状･種別、土地の計画高さ、 

駐車場レイアウト 

面積表（敷地面積･建築面積･延床面積･各

階床面積･建ぺい率･容積率） 

 

断面図 切土又は盛土をする前後の地盤面 

道路の計画断面図（路面･路盤の詳細、側

溝の位置･形状及び寸法、埋設管の位置、

道路幅員及び横断勾配、敷地の形状） 

 

排水施設計画図 方位、縮尺、排水施設（雨水･汚水の側

溝･枡など）及び調整池の位置･形状･寸

法･構造、水の流れる方向･勾配、敷地内

の水の流れる方向、吐口の位置 

土地利用計画図

との併用可 

給水施設計画図 方位、縮尺、給水施設（既設･新設）の位

置･形状･寸法 

土地利用計画図

との併用可 

緑地計画図 方位、縮尺、敷地の境界、緑地帯の位置･

形状･寸法 

土地利用計画図

との併用可 

建物平面図（各階） 方位、縮尺、間取り、各室の用途、開口

部の位置、面積表 

 

建物立面図 縮尺、４面（各方位）、高さ  

工事届 氏名、施行場所、工事期間  

工事車両経路図 方位、縮尺、工事車両経路（赤）、小中学

校の通学路（色分け） 

 

日影図 建築基準法第５６条の２の規定による日

影 

必要に応じて添

付 

電波障害事前調査書 電波障害予測地域図（方位･電波到来方

向･しゃへい被害予想及び反射障害予

測）、電波障害改善対策内容 

必要に応じて添

付 

その他町長が必要と

認める図書 

各担当課と協議のこと  
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様式第１（第５条関係） 

事業計画（変更）事前協議申出書 

年  月  日 

大口町長     様 

事業者   住所 

氏名                  

電話 

代理人   住所 

氏名                  

電話 

次のとおり申出します。 

事 業 施 行 場 所 大口町 

用 途 地 域  建ぺい率   ％ 容積率    ％ 

設 計 者 住 所 氏 名 
 

           電話 

工事施行者住所氏名 
 

           電話 

工 事 期 間 （ 予 定 ）    月間（  年  月  日～  年  月  日） 

 
建

築

物

等

の

建

築

計

画 
建築物用途 住宅戸数     戸 

工 事 種 別 新築   増築   その他（          ） 

階 数 地上  階・地下  階 最高の高さ        ｍ 

敷 地 面 積(Ａ) ㎡ 構 造  

建 築 面 積 
㎡ 

延べ面積 
㎡ 

（内既存）    ㎡ （ 内 既 存 ）   ㎡ 

建 ぺ い 率 ％ 容 積 率 ％ 

駐 車 場 敷地内  台・敷地外  台・計  台：自転車  台 

公園緑地面積(Ｂ) ㎡   Ｂ／Ａ＝      ％ 

消 防 施 設  

安 全 施 設  

清 掃 施 設  

添 付 書 類 
□案内図 □公図 □実測図 □土地利用計画図 

□各階平面図 □立面図 □日影図 □ 
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様式第２（第７条関係） 

 

 

事業計画事前協議結果通知書 
 

 

第 号 

   年  月  日 

 

 

 様 

 

 

丹羽郡大口町長          印 

 

 

 

  年  月  日付で事前協議申出のありました件について、下記の

とおり指摘事項を通知します。 

 

 

記 

 

 

指摘事項 

 

 



 

 - 11 - 

様式第３（第２６条関係） 

 

工 事 完 了 届 

年  月  日 

大口町長      様 

事業者  住所 

氏名               

 

宅地開発事業等が下記の通り完了しましたので、大口町宅地開発事業等に関す

る指導要綱第 条の規定により届出します。 

 

記 

 

１．事業施行場所  丹羽郡大口町 

２．建築物用途   

３．事業区域面積            平方メートル 

 

 

 

※ 完了年月日     年  月  日 

※ 検 査 結 果 

 

注） ※印のある欄は記入しないでください。 
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様式第４（第２６条関係） 

 

検 査 結 果 通 知 書 

 

年  月  日 

 

     殿 

 

丹羽郡大口町長          印 

 

下記の宅地開発事業について、  年  月  日に行った検査の結果、大口

町宅地開発事業等に関する指導要綱に適合していることを認めます。 

 

記 

 

１．事業施行場所  丹羽郡大口町 

２．建築物用途   

３．事業区域面積            平方メートル 

 

 

 

 


